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日本製造工業の労働生産性の水準

7 メロフむとの対比において一一

行揮健一

I 本 稿 の 課 題

本稿の課題は，日本の製造工業の労働の物的生産性の水準を，アメリカ合衆

国のそれとの対比において測定しようとすることにある。筆者はすでにこの課

題に関して報告書を発表している(文献9，11)。 それらは， 労働の物的生産性

比較の可能性の検討をもかねて， 1958~59年についてのものであったが，そ

の後1963年についても同様の比較作業を行ない併せて旧稿で発表した1958年~

59年の数値については，若干の改訂を加えたのである。本稿では，こうした作

業の結果を中心に考察が行なわれる次第である。このような生産性比較作業の

意義については，すでに上述の文献10および12で考察したので，ここで論じる

己とは省略し，本稿の測定作業が概念的に追求している内容について述ペるに

とどめたい。

それぞれの時点におし、て，各国の各産業部門は発展の歴史的な諸条件に規定

されて一定の生産性水準を達成しているの各産業部門の生産品目包 (~l ， 2， 

" n) の生産数量をぜとし，ぜその生産に投下された労働量を l'とすると 1

人当りの労働の物的生産性Fはぜ!l'として測定されうるj このとき，各品目

についてのO国を基準とする 1国の生産性水準を表わす方式として個別生産性

指数 PIOi，すなわち，

PI0" =手/t:(=t，'!p，') 

が考えられ，本稿の測定作業で追求したのは基本的にはこのような関係への量

的接近であった。つぎに個別生産性指数を後に述べる方式に従って総合して全
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体としての生産性水準の聞きを示す総合生産性指数 P"がえられる o その結果

の一部をあらかじめ図示すると第 l図のようになるが，この数値は，これによ

って各国の物的生産の能率の相対水準，ひいては 1人当り実質所得の相対水

準を推測せしめる一種の指数である。通常，国民的生産性の水準とばくぜんと

考えていることが，このばあい部門別に積みあげた数値として知られるわけで

あり，逆に，この数値を個別指数と併せて検討することによって，全体として

の生産性水準の聞きが産業部門別のどのような事情によって形成されぞいるか

寺知るための，手がかりがえられることになる。

また，賃金コストが国際競争に関係するかぎりで，貿易収支を均衡に保たし

めるような相対的賃金水準 WdW1。についてある程度の示唆を与える〔文献S，

400 

京)0

:::IJll 

1(10 

第 1図 日本を100とするアメリカの労働生産性水準。

綜合方式;U¥l，第3表参照

仁コ19~トコ9

隆麹 19飴

調書品 級 紙 イt コ窯鈷非金電自そ
査 学ム 鉄属気E E3 パ 動の

lFんi 石度 金製機

計こ li フ油車業相属品器阜地

(注7 ことで示した各産業中分類の数値は.その分類に属する調杏対象
品目に関するものであり，必ずしも産業全体の水準を代表するも
のではないn
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P.54参照)。ある程度と限定をつけたのは，主として各品目の社会的需要(国際

的需要)の強さが考慮に入いらねばならぬことによ品。

労働の物的生産性の国際比較の意義の他の論点につし、はここでは触れない

が，比較作業を包括的に実施した文献はそれほど多くはないし刊 日本につい

ては皆無といってよい状態である。これに代わるものとして，産業の付加価値

額あるいは生産額を為替 V ートで換算して付加価値額生産性，生産額生産性を

求めた作業がみられるが，その意義は甚だ疑問であると筆者は考えてい呂。と

の点は文献9のp.60および支献11にそれぞれ補完的な見地から論じておいたo

E 作業の結果

II -1 比較作業の対象

比較年次としては，アメリカの工業センサスが実施された最近年として1958

年および1963年が与えられ，これに対して日本については，労働生産性の趨勢

を考慮して， アメリヵの1958年に対して日本の1959年を対比させたいわし〈

は文献 9 の p.58 壱参照)。したがって1958~59年と 1963年の 2 時点について比較

が行なわれた。 ただし別箇の方式によって測定値をえた自動車については，

1959年と63年とが，また鉄鋼では1960年と1964年とが比較年次となっている。

つぎに比較の対象としてとりあげる品目の選定 Cあるが，生産の物量の比較

を無難に行ないうるような品目壱選び，その中から投入労働量推定にさいして

生じうる誤差の比較的に少ないと思われる品目を更に選び出した。この後者の

判定は，後に述ベるように， r代表率」と名付けた数値(後出の補節 2参照)，の，

大いさに関係がある。ともかしそうしたふるいにかけて選が出ぎれた品目は，

製造工業中の60品円であり，補表2にぞの一覧表が示されている。それらの品

同の属する摩業が製造工業全体に占める比重，すなわちカパロッジを示すと第

1表のようになる。

1) 専ら物的生産性の哩角から粁なわた伺括的な比較作業は筆者の知るかぎり 1 何れもイギリスと
アメリカの工業センサスにもと弘、て両国について行った作業の結果を論じた文献5および文献
2があげられるのみである。
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第1表調査対象品目のカハリッジ

比較年次
就業者|粗付加価値|就業者|粗利加価値

27 39 23 26 

1963 27 46* 21 27 

事純付加価値。

さいごにこれちの品目の生産のための投入労働は，次のような要領で測定さ

れている。すなわち，第ーに，工業セY サスで定義された各産業の加工工程で

投入された労働いわゆる現在の労働のみについて測定L"原材料や固定設備の

償却部分の生産のための労働いわゆる「過去の労働」は算定していない。これ

は主として資料の制約にもとづく。第二に測定単位としてのマン・イヤーとマ

y ・アワーはそれぞれ生産性に関して意義深い関係をもっ(文献 9のp.58参照)

が，ここでは日本の資料の制約からマ Y ・イヤー(年間投入労働者数)によっ

た。第三に，投入労働の範囲として，労務者ないし productionworkersと呼

ばれている直接製造工程に従事する労働者のみを測定するばあいと維持，補修，

管理作業に従事すzいわゆる間接労働者壱も含めて計算する場合とがある。こ

の両者は相互補完的な意義をもつのでこの作業では両者ともに計算した。その

うえで最近の技術進歩は間接労働の直接労働に対する比重を増すという形をと

ることが多いので，主たる指標としては，間接労働を含めたマン・イヤー当り

生産量を比較した個別指数をとりあげ，総合はこの数値をもとにし C計算した

のである。第四に，性別，年令別，熟練別の考慮は投入労働量の算定にさいし

てはとくに行なわず，それらの面での国際関差は，むしろ，測定値の聞きの原

因のーっとして後に考慮さるベき点として残されている。

II -2 個別生産性指数

調査対象品目， 60品目について， それぞれ目本壱100とするアメリカの生産

性指数PIOi=手/手を求めた結果が第詰問してある。そこでの品目の排

列は， 1963年の就業者当り生産性指数が低いものから，つまり日本の生産性が



日本製造工業の労働生産性の水準 (553) 5 

第 2表 品目別生産性指数，アメリヵ対日本(日本~1口 0)

昨理ヰ品目名 労働生産性指数1963

就業者当り|労務者当り童書童書量i同上順位

1 I (54) 受信用真空管 O 74 I 73 107 I 

2 I (59) 鉛筆 90 I 98 117 I 

3 I (33) 羊製手費 102 I 99 153 I 8 

4 I (34J 普通板ガラス O 104 I 108 102 I 

s (35) セ メ ラ〆 ト @ 128 119 166 

6 (1) 水産かんづめ O 14日5 155 133 

7 (16) 洋 相 150 142 160 9 

8 (57) 時 計(腕懐中)0 150 157 259 25 

9 〔岨〕 揖 鋼 156 154 137 6 ， 

10 (30) タ イ ヤ 158 160 189 

" 11 (14J じゅうたん受，その他敷物 159 167 282 33 

12 (53) ラレピ 信機 O 159 139 136 6 

13 (52) 家庭用電気冷蔵庫 O 161 161 265 28 

14 (60) マ ツ チ 168 177 307 3s 

15 (9) 棉 柿 デ持 。 171 166 161 10 

16 (58) ピ ア ノ。 177 193 392 46 

17 (38) 鉄 嗣@ 178a) 1560.) 190h) 11 

18 (23) アセラ ト糸 O 179 168 148 7 

19 (48) アルミい物 179 172 227 21 

20 (29) 石 油 1情 製 185 149 238 22 

21 (32) 男子用草靴 186 172 266 27 

22 (17) 板 紙 193 177 248 24 

23 (26) 印刷i ィ γ"0 194 169 277 31 

24 (24) 合 成 織 維 O 202 258 261 26 

25 (5) ピ了 ル。 208 248 220 19 

26 (50) ボルトナットーリベッ干 210 226 208 17 

27 (21) f ラ/'， f- 'Yク 211 232 289 34 

2B (47) 銅 銅告 金 21. 210 206 16 

29 (58) 自 動 車 219 218 301c) 37 

30 (22) ν ー ヨ ソ 糸口 222 2.4 220 20 

" 
(18) リン酸質肥料及び配合肥料 231 208 204 1邑

32 (7) 製 氷 0 238 259 273 29 

33 (10) 宅 紡 糸 O 248 24日3 291 35 

34 (39) 鍛 鋼 0 249 228 167 12 

35 (2) 4、 責 粉 255 258 302 36 

" 
(45) 調圧延i 伸線!同合金 259 265 212 18 

37 (42) 百T 鞭 時 金失 273 276 316 40 

3s (11) 綿織物($rp) 284 267 345 42 

39 (8) 眠巻たばこ 302 238 287 32 

'40 (43) 亜 鉛 地 金 302 309 526 52 

41 (46) アルミ庄延，伸輯，同合金 308 315 322 41 

42 (44) アルミ地金 ))11 392 45 

43 (41) 揖鉄管及びそ銑v物 319 310 39 

44 (31) 再 生 ゴ ム 325 353 358 44 

45 (51) 銅製 λ プリゾグ 350 346 483 48 
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順位陣吋 品 目 名 !器拡崩ん闇位
46 [3) 3責 糖 360 390 242 23 

47 [19) 無 機 顔 料 371 374 667 56 

48 [49) ブリキかん 376 351 345 43 

49 〔田〉 脂 肪 酸 390 416 271 30 

50 (36) 普通レンガ 390 390 463 47 

51 (55) 蓄 電 他 393 406 477 49 

52 [37) 右 灰 397 426 595 55 

53 [6) 1瀕 紛 454 533 537 50 

54 [13) 毛 織 物 590 546 522 51 

55 [27) 産製 業用火薬 624 645 561 53 

56 (15) 紙 用木材ρ ルプ 698 482 772 57 

57 (12) 絹人網織物 708 699 591 54 

58 [28) ゼラチン接着剤 907 924 1，063 58 

59 [4) 果 実 酒 1.126 1，294 1，091 59 

60 [20) 圧縮ガス液化ガス 1.129 1，222 1.054 60 

a) 1964年， b) 1960年， c) 1959年。
。印 1967年 6月決定の日本の資本自由化業種(1009も);0印j 同上50%自由化業種ロ

アメリカに近いかそれとも上廻っているような品目の順に並べてある。また，

1958年~59年の同種の数値および同じ意味での順位が一番右の欄に示してあ

るo 1963年については労務者 l人当りの指数値も示されている。なお，そこで

整理番号といっているのは，補表2の対象品目一覧表で示した品目の整理番号

で，日本の産業コードの順につけられたものである。第二表によれば，日本の

製造工業の生産性はアメリカと同水準のものからほぼlに至るまでの聞にちら
10 

ばっている。この点で時点は少しさかのぼるが，イギりスとアメリヵを比べた

ばあい戦前および戦争直後ともイギリス製造業の名品目の生産性はアメりカと

同水準から士前後の聞にちらばっていた(文献5のP時 5表および文献2のF

17第 l表，参照)のに比べて， 日本のばあいのばらつきの幅が大きいことが注

目される一つの点であり，日本の産業構造の欧米に比べての異質性を推論せし

める根拠となりそうである。

つぎに気付くことは， 1958~59年と 1963年との聞には生産性指数の順位でみ

てもかなり大きな変動が認められることである。こうした変動は，測定の誤差

が大きいことに基づくのでなければ，ニヮの経済のきわめてダイナミヅタな性
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格，産業部門聞の不均等な発展とその国際的な不均等音示すものとし、いうるし，

国際競争力の点でも激しい変化があることをまざまざと物語っている。さらに，

尚誤差の範囲内にあることであるが， 1962年には同本の労働生産性がアメリカ

のそれを上廻る品目が現われたのであり， ιれは1958~59年には見られなかっ

たことである。

以上いくつかの事情は生産数量とはかなり密接な関係がありそうであり，と

の点はのちに示唆される要因として触れたいと思う。

n -3 総合生産性指数

うえに示した品円毎の生産性指数壱総合して産業部門別あるいは製造工業全

体の生産性水準を算定する方式にはいくつかのものがある(文献9の p.59およ

び文献11を参照)。ここではその中で，個別生産性指数少'"を雇用数 Jをウエイ

トとして総合する方式の結果のみを示しており，アメリカの雇用数 1，をウエイ

トとしたものを総合指数 (A) とし，日本の雇用数 10をウェイトとしたものを

総合指数日)と名付付たが，それぞれは独自の意味をもっ。

すなわち，生産物単位当り投入労働量 γ.""，I/qを考えると，たとえばげはそ

の品目 1単位をアメリカで生産するに必要な労働量(アメリカの労働の一種の能

率)を表わすとみなしうるし， またそのアメリカの労働単位で測った品目 l単

位の労働価値ともみなしうる o そして 1=匂という関係が告在する。そのとき，

ヱJCPlt/po')lli Lj(1'Otjr1
i)γliQ1' 

総合指数(心ι 万五「ー=ムず口

'2Jroiqli 
=モτ万 7・ ー・ー・・ (1)

一
この分子の LJr0 iq1 iは，各品目にワいてアメリカと同じ生産数量げを日本の

能率がで生産したばあいに必要な労働量の合計を意味するし，分母の pJqJ

は各品目について同じ生産数量をアメリカの能率で生産したばあいに必要な労

働量の合計を意味する。すなわち， この総合指数 (A)はアメリカ上同じ生産

物構成を日本で生産したばあいにアメリカの何倍の労働壱要するかを示すもの



8 (556) 第四0巻第6号

と理解される。このような指数はソピエトで不変構成労働指標と呼ばれるもの

に当る(文献4，第 1章参照)。この方式による結果は，すでにかかげた第 1図に

図示されている o

総合指数 (B) の意味は， 同様に展開して明らかにすることができる。すな

わち，

Lj lo~ ~l'OiqO ι 

総合指数(B)=苧品市τ=台市工

したがってこのばあいは，y可国でそれぞれ日本と同じ生産物構成で同じ量の生

産をするばあい，日本はアメリカの何倍の労働を要するかを示すのであるべ

第 3表は，以上の方式lと従って1958~59年および1963年について，調査品目

全体お上ぴぞれらの産業中分類 (2桁分類)別の総合指数壱算定した結果を示

している o 第 3表全体についていえることであるが，ここでの数値はそれぞれ

の産業中分類に属する各品目のうちで調査対象品目にのみ関する数値であり，

その産業の全体の状態を示すものであるかどうかは，とりあげた対象品目がそ

の産業全体をどの程度代表しうるものであるかに依存している。

第 3表でみられるような総合指数 (A) による数値と総合指数 (B) による

数値との聞きは，以上の説明で明らかなように両国の生産物構成の相違による

ものである。したがって，ある意味で (A) と (B) との平均とも解される総

LJ rot(qO~+qlt) 
合指数 (c)による結果壱示しておいた。その算定方式は古rlt(qoi+qli)であ

り，各品目について両国の生産物量を合計した生産物構成を生産するばあいに

2) (拭の右辺はさらにつぎのようにも変形しうる。(守旧L いコまり各国の投入弾働の合計と

おけば)， 

Erotq1t Erotq11 /Eγ'ltQlt L:rCiQli / L:hi Eザq1i ! T 

許r和qot/令r許可宇「争q.'/.オ
すなわちj 右辺の分千はO国の労働価値ザ単位で加重した生産数量指数であり分母は両国の雇
用指数である。つまり，基準国労働価値3日重の生産指数を雇用指数で割った結果としての国際生
産性指数が求められているわけである。いうまでもなく指数 (B)についても同様の変形ができ，
1:;1'ltqlt J T 

吉司F/t?となる。
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第3表総括表，就業者1人当り物的生産性

調査全部門 (1)-[601 230 212 221 259 

食料品・たばこ (18，19) (1)-(81 216 256 272 274 

織 維( 20' ) (9 J-(14J 368 276 345 351 
紙 ハノレプ(24 ) 〔l5]~〔C1279〕〕 203 215 204 228 
化学・石油(26，21) (18)- 247 224 243 295 
ゴム皮革(28，29) (3的-(331 172 163 171 229 

窯 業( 30 ) (34J-仁371 236 157 217 286 

鉄 鍋(31 ) (381-(421 195 194 195 202 
非 鉄 金 属 (32 ) 国3)-[481 271 254 269 281 

金属製品(33 ) (491-[511 333 257 317 327 
電 気 機 器 (35 ) (52)-[551 172 146 162 207 

自 動 車(36 ) [56) 219 217 219 301 
そ の 他 (37，39) (51)-[601 155 151 153 279 

(557) 9 

日本~100

240 25. 148 131 

245 268 121 122 

296 339 127 124 

237 229 152 124 

254 289 173 140 

202 227 140 108 

209 271 159 121 

202 202 133 128 

258 284 144 136 

260 315 115 107 

154 195 173 138 

301 301 200 147 

252 271 163 96 I 

欄(A)~呼件指数〈トz号お，撒(C)説缶詰
発展テンポ=弓字乙(プライムはG昨日す〉

必要な労働量の比率を意味する U

以上のそれぞれの方式による数値をみると，アメリカの製造工業の労働生産

性は，調査対象品円についていえば， 1958~59年では日本の2.4~2.6倍， 1963 

年では2.1~2.3倍あったわけである。つぎに 2 つの調査時点のあいだに両国の

生産性の開きは10%程度縮まったわけであるが，これはごの閣の両国の生産性

の発展テンポの不均等にもとづく。この間の事情をみるために各国における生

産性発展の時系列の指数を算定して第3表の最右欄に示しておいた。その算定

方式は， 1963年の数値をプライムを付して示すと，各国について，

写(P"/仰" 写(.;門戸q' :8吋
一一:8-1" ープ訂可-，-- ~r'q' 

上式において，第2式以降では品目の表示を略してあるが，結局この方式の数

値は，各国で1963年と同じ生産物構成 q"(~1 ， 2， ......， n)で生産をするとな

ると， 1958年の龍率では19臼年の能率で生産したばあいの何倍の労働が必要と

なるかを示すものである。

その計算の結果を調査品目全体の数値についてみると，アメリカは1958年か
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ら1963年に至る 5年間に労働生産性は31%の上昇を示し，大まかにいうと年間

6%とかなり高い生産性上昇率を示し， 1: くに，化学，石油，金属，電気機器，

自動車で高い発展率をもっている，ところが日本はこれをはるかに上廻る生産

性発展率壱示している。その状態は第3表の数値を一見したところよりももう

少し著しいものである。つまり日本の数値は1959年から1963年に重る 4年聞の

ものであるからであって，全体についていうと己の 4年聞に48%，大まかに年

平均でいうと12%の発展テンポで，アメリカのばあいの 2倍程度の発展テY ポ

であることがわかる。とくに発展テY ポの著しい部門は，石油，化学，電気機

器，自動車土ほぽアメリカのばあいと対応してし、るが，全体としては注目すべ

き発展テンポであったといわざるをえない。

なお，資料上の制約から以上の結果は日本について若干の過大評価壱伴って

いる o この事情はむしろ， II -1で述べるべきであったかもしれないが，各産

業部門に属する事業所の包括度で日本はアメリカよりも若干幅が狭ししかも，

1959年よりも1963年においてそれが著しい。すなわち，アメリカのセYサ旦は

従業者のいない企業のみを除外Lておれそうした除外企業の出荷額は1958年

で製造工業全体では0.25%でほとんど無視しうるのである。

ところで，日本のばあいは， 1959年は従業者3人以下の事業所を除外してお

り，ぞの部分の比重は， I製造品出荷額等合計」で全体の 2%，従業者で5.8%，

事業所数で52.2~もである。さらに1963年には r工業統計表』は従業者 9 人以

下の事業所については詳細な資料を示していないので，この部分を計算から除

外せざるをえなか勺た。その比重は，製造品出荷額等合計で 6%，従業者で17%，

事業所数では74%と，かなりの大きさである。こうして除外された部分が低生

産性企業によって占められることは，出荷額の比重1:従業者数の比重との隔走

からも明らかであろう。したがって，第2表，第3表で算山された数値は，日

本の生産性を実際よりも幾分高めに示しており，とくに1963年ではこのことが

著しし、。 とりあげた事業所は出荷額の94%，従業者の自3%を占めているから，

1963年では全体として10%程度の誤差を生じているだろう。同時にこのことは，
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日本の生産性の発展テンポについても同じ程度の誤差を生じてし、るだろうか

ら，それだけ割引して考えざるをえない。

以上のことは，別の資料によった鉄鋼，自動車，綿糸，毛紡糸，たばこ，木

材パルプにはあてはまらない。

E 作業結果をめぐる若干の問題

以上の作業結果に関連して考察を促される多くの問題がある。

まず，すでに触れた通れ両国の生産性の開きの品円に上るぱらつきの幅が

犬きしこのととから，日本における産業の発展の過程がーあるいは生産諸力

の発展における各産業の相互連関が，欧米と質的に異なるものがあったことが

示唆される。ところで，このような生産性の隔差を生ぜしめる諸要因を探求す

るためには，ロスタコえが行なったように個別産業にかんする特殊な要因と，他

方で市場規模，工場規模，標準化などの一般的要因について立ちいった検討が

必要であろう(文献5，第5章参照)。この後者の「一般的」要因といえども，結

局は部門によって技術的条件が異なるので，多かれ少なかれ各品目毎の究明が

必要となる。このような課題は，筆者の研究について未だ果されていない。た

だ，第2表の個別生産性指数の分布の両極の周辺では，生産の規模，したがっ

て市場の規模が，生産性隔差のかなり有力な説明要闘となりそうである。第 4

第4表相対生産性の両極における市場規模， 1963 

個別生事長官同 目 名 目|む業者 1人(ア当メりリ物カ的/生日本産性川|産品規目模の主〈産ア業メ リ")にカ/よ日る本生51
1 菓 空 管 74% 15佑

2 量詰 華 90 0.8 

3 草 製 手 袋 102 2.8 
4 普通板ガラス 1D4 1.5 
5 ペz メ ン ト 128 2.1 

56 製紙用木村パルプ 698 4.4 
57 絹 人絹織物 708 13.0 

58 ゼ ラチン接着斉IJ 907 13.4 

59 果 実 酒 1.126 110.9 

50 圧縮ガス， 1直イヒガス 1.129 17.3 

，)工場の品目別出荷額のうちで 当該品目の出荷が最も多い工場が，その品目にかんす

る主産業を構成する。
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表によってこれらをみよう。第 4表は，第2表に示した品目のうち，日本の就

業者1λ当りの相対的生産性が最も高いものと最も低いものから順にそれぞれ

5品目をとり出し，生産性指数とその品目の両国の生産数量の比率を対照した
ノ

ものである o それによると，上位の 5品目は日本とアメリカの労働生産性がほ

ぼ同一水準のものとみなされるが，生産規模の開きもアメリカが日本の0.7倍か

ら約 3倍までとかなり接近したものがある。乙れと対照的に，日本の生産性の

下位の 5品目についてみると生産性はアメリカが7倍から11倍の品目である

が，生産規模は木材パルプの 4倍は別としてあとの 4品目では10倍号越えてい

るの Fある o (ちなみに，調査品目の主産業における生産規模をアメリカ対日

本で見ると， 110倍の果実酒.46倍の普通レンガは例外として17倍の圧縮ガλ ，

液化ガスかち0.7傍の時計までにわたって分布し中位値はほぼ5倍である。)

このように相対的生産性の分布の両極をとれば，その隔差が市場規模の差と

関連する品目が多いことがうなつかれるが，一般的に生産仕隔差の有力な要因

正して市場規模号あげることは必ずしも正当化されない。全品目についての両

者の相関係数は0.54であり. 0.01のレベルでも有煮の相関ではあるが， 品目に

よって生産性が市場規模に敏感なものとそれほどでないものとが存在する')。

それぞれの固での1958~59年から 1963年にかけての生産性の発展率と生産規模

の増大率との問にはもっと強し、相関が見い出される。すなわち相関係数の値い

は日本で0.67. アメリカで0.69であった。

つぎに，個別生産性指数にかんして，ややカレY トな話題との関連を指摘し

ておこう。 1967年 6月に日本の当面の資本自由化業種が発表されたが.1000/0 

自由化および50%自由化業種の品目のうちで，ここで調査対象としてとりあげ

た品目を第2表でそれぞれ@印およびO印で表示してあるc これらは表の順位

の上位の品目に集中しており，日本の労働生産性が相対的にアメリカに接近し

3) それらはまた最適生産規模の大小』競争の諸条件など種々 の要因に帰属する。なお. pスタス
はこのような比較のさいの欠陥として，比較する産業分類が，粗いこと，市場の規模のみが測定
しえて市場のタイプや需要の特棋に及びえない ζ と，市場を生産高の規模によってのみ測りうる
ιとなどをあげている〔文献乱 p.36)。
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た業種であることがうなづかれる。労働生産性の相対的近接は，資本装備の相

対的近接を意味するとみると，この対応は理論的に裏づけられた関係とみなす

ことができょうし，逆にここでの比較作業の信頼度をかなり支持するものと解

することができょう。

さいごに総合生産性指数(第 3表)にみられる両国の生産性隔差正貨幣賃金

の隔差の著しいギヤヅプに注目しよう υ すなわち， 1958~59年でみ z とアメリ

カの日木に対する生産性の隔差は約2.6倍であるのにたいして製造工業の 1人

当り貨幣賃金は公定為替νート換算で 6倍にのぼり， 1963年では生産性隔差2.3

倍に対して貨幣賃令の開きは 5倍に及ぶ。生産性水準の計算は製造工業のみに

ついて行なったのであるから，農業を含めて考えるとアメリカと日本の生産性

水準の開きはもう少し大きくなるだろう。しかしそれでも生産性水準の聞きに

比べて賃金水準の開きが大きしその故に賃金ヨストでみると日本がかなり有

利な状態にあると判断して大過あるまい。

このような関係の中に，日本経済の高度成長の要因の重要な側面が見い出せ

るように思われる。すなわち， 生産性格差2.3~2.6倍に示唆されるように，日

本にとっては，自ら開発しないでも，賃金水準に応じて適当な技術が導入しう

るものとして既に開発されて存在する。そしてそれらの可能的技術と結ひっけ

うる労働力は甚だ低廉である。それは資本にとっては，一部は(出椅競争力の基

盤として依存し，一部は高い蓄積率の踏み台として立脚しうる好都合な足場を

意味する o

このようなタイプの成長条件がどの程度まで市場条件を解決しつつ可能であ

るかが近い将来の日本経済の高成長を占う重要な鍵になるのではあるまいか。

これはし、わば生活環境の未整備などを含めて労働者の生活条件の〈相対的)喰

いつぶしによる蓄積である。ここで(相対的)とし、りたのは，生産性水準との

関連で達成された賃金にかんする欧米の水準 I~. はるかに及ばないこと争意味

するのであ勺て，ここに日本経済の異質性の基礎を見い出すことができょう。

さきにみた伺別生産性指数の大きなばらつきもこうした異質性壱もった発展に
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由来するであろうし，ここでは実証的に示さなかったが，個別生産性と個別生

産総コストの対比、関係の欧米との喰いちがいもこの異質性によるものといえる

だろう。このような判断が成り立っとすると，日本経済の「転型期」にっし、て

も別箇の予想、が行なわれる。その転型期は，日本の製造士業の生産性水準が今

や到達しているヨーロッパ的水準めにまで， 日本の貨幣賃金水準が到達する時

点と大まかに考えてよいのではあるまいか。

その時点に到るまでは，市場問題は別正して，競争条件からいうならば，ア

メリカとの生産性隔差2倍強に示唆される，技術導入の容易さと，賃金水準の

低位が，日本の資本にとっての特異な蓄積のコースを許すだろう。他面で，資

本自由化の状況においては，日本の資本にとってのその与うなチャンスは，自

ら高度の技術をもち，加えて日本の相対的低賃金壱利用しうる外国資本にとっ

てのチャンスでもあるだろう。

補節 I 比較作業の詳細および資料

但)一般的算定方式

(イ) 対象品目の生産数量

日本の『工業統計表，品目編』の出荷数量と在庫数量から生産数量をえた。アメ

リカのぱあい工業セ Yサス (U.S. Dept. of Commerce， U.別 tedSta加 Ce市山 ofM，側ー

ザactu町 s)で生産数量壱示していない品目については，産業の出荷額と在庫額よ

り， (生産額/出荷額)をえて，これを品目の出荷数量に乗じて生産数量をえた。

(吋投入労働量

アメリカのばあいは年間月平均数壱採ったが，日本では工業統計表は月平均

4) 筆者のイギリスとの生産性比較の作業はまだ準備段階にあるので他の貰同で推論しよう。註1
でふれたロスタスの研究では 1935~9 年でアメリカ製告工業 (31部門1 の脅働生産性はマゾーイ
ヤ でイギリスの2.2倍，また，プランケノレによれば1947---8年において，同じく 34部門について
b右左アメリカはイギりスの約2.7'惜であ勺た。その後の生産性の発展テンポはアメリカの方が連
やかであったと考えられる。すなわちj たとえば!文献 1 (p. 36)によればアメリカ製造工業の
骨働生産性の尭展テンポは1948~60で年率3.4%，イギリスでは1950---回年で2.0% となっている。

したがって1958"""59年ではイギリスの生産性水準はアメリカのーLよりも小さくなっているだろ
2.7 

ろから，日本の製造王業の生産性水準はほぼイギPλ並みかそれ以上と推測される。
なお別の資料〈文献 3)によれば， .1958年のソピエトの労働生産性水準は アメリカの45%と

Fれている。
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数は常用労働者についてのみ示しているので，これに「個人事業主および家族

従業者Jを加えて従業者数とし，労務者数は年末現在数によった。

け つぎに基本的な問題は，生産数量とそのためにちょうど投入された労働

との対応壱たしかめることである。工業統計表の生産数量はそのままでは雇用

統計と完全には対応していないのである。その点は，補表 1をみれば容易にう

なずかれるだろう。つまり，うえの(イ)でとらえた生産数量は，補表 1では x)

の列の品目Aの150トソ，品目 Bの250トソにあたり，同じく(吋でえた産業の投

入労働量は補表 1のd)行にある産業Aで100人，産業Bで150人にあたる。

このような産業と品目の喰いちがし、は，工業調査のさいに事業所を主たる出

荷品目に応じて各産業に分類するとし、う方式にもとづく。したがって産業Aに

属する事業所は，副産物として品目 Bも生産するなどの事が生じるのである。

そこで， Aについていえば，表に二重線をヲ|し、た金額にして1，0日H'ノレに当る分

の生産数量とちょうどその生産のために投入された労働量とを次の算式によっ

て推計することによって，この喰いちがし、の問題の解決がはかられた。要する

に，生産数量の産業間への配分および投入労働者の生産品目間への配分は出荷

額に比例しているとの想定がなされたむけである。

qa(品目 Aの産業Aに) 守鮮訪j1=150(ト‘) 子守謀計三Ltおける生産数量 /-.L.....v， L ~ J"  1.10C ドけ

la (産業Aで品目 Aの生産) 鵠綜討
に投入された労働量 =1側人)x古載記可

とのような出荷縞壱手がかりとする推定のばあい，王場内自家消費の多い産

業については調整が必要となるが，これについては，文献9の p.62に譲る。

補表 1 産業と品目の出荷額等仮設例

1 u) ~ '1' A 1 v) j U  B 1 品開| 品のu)産業 A I v)産業 B I w) I x) 
出荷額 産数量

a) 占市 目 150トン

b)品 国 1.200 r 1レ 250トソ

c)産業の総出荷額 1.300ドJレ

d)産業の労働者数 i 100 人 l
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日本のばあい，以上の数値をえるのに「工業統言|表』以外の資料によった品

目は次の通りである。

[9 J 綿紡糸. [10J 毛紡糸 労働省労働統計調査部. r労働生産性統計

調査報告』

[15J 製紙パノレプ 『紙パルプ統計牛報』

[8 J 紙巻煙常一一日本専売公社「専売統計年報』

(bJ 特殊な算定方式に上ったもの

(イ) 自動車

A， Vノレノミスト yの研究に依拠した(文献 71。かれは. 1950. 55. 59年につ

いて，ソピエト連邦を含めた主な自動車生産国7ヶ国の生産性比較を試みてい

るが，自動車産業の特性に則して採用した生産性算定方式はつぎの 2つの特徴

をもっている。すなわち，第一に，部品生産者を含めてあらゆる自動車産業の

雇用者壱計算に入れ，これによって誤差のー源泉としての原料費の占めるウェ

イトを小さくすることをねらった。第二に，生産数量の近似的把握のために生

産車種によってウェイトをつけたものである。

このウェイトは乗用車を100として，日本，フラ Yス，イタリアの商業草を110.

ドイツ，イギりス， アメリヵの商業車を12四， 主として重トヲヅグからなるソ

ビエトの商業草を200とし，自動三輪車を50として計算するものである。

」己だの作業では「機械統計年報』の資料によって日本のばあいの自動二輪

車を除き，ウ』イトを若干変更して計算を改訂した。 すなわち， ノミ月200，三 i 

輪 lラック60のウュイトとし，乗用車， 四輪トラック， トレーラーは100のウ

ゴイトをつけた。アメリカの 1963年はγ ルバストソの 59年の計算をもとに，

. 63年の生産数量指数と雇用指数(品開ey01 c畔陀叫 Busin叫による)によって63

年の 1人当り生産性を推計した。

(吋鉄鋼

国連ECEの作業に主として依存したが，これについては別に発表したので

参照されたい(文献12)。
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補節E 調査対象品目

調査対象品目は結局以上のような測定方式による測定誤差がなるべく小さい

ような品目を選んだ。すなわち，両国の工業センサスの品目分類を照合(文献的

したうえで生産物の質の差がなるべく少なし対象品Hの生産が産業に占める

比重のなるべく大きいというこ点壱考慮して60品目にしぼったのである。後者

の比重は補節 1，(a)，約にのべた対象品目の生産に投入された労働量を推言|す

るさいに問題になるのであり， usセンサスの特化率 specialization ratioに

ほぼ近いが，対象品目のうちで数量表示が可能な部分の生産額を産業の出荷額

で割ったものである。補表 2ではこれ壱代表率と名付けて品目毎に示してある。
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補表2 調査品目一覧表

工業セYサス品目コード* (1963) 
代表平f

整理 品 日 名 1963 11958岸 -59
番 号

日 本 アメリカ 日本アメ|日本|アメ
リカ リカ

(1) 水産 品 か ん づ め 1821 2031 (骨00.11.31) 67 70 70 75 

(2) '1、 麦 粉 1852 骨 2041 ① 75 66 80 61 

(3 ) 精官糖む)(氷砂糖 角砂糖を 1861 @l 2062 (喧75) 95 98 98 99 

(4) 果 実 酒 1882¥由 2084 (申11'"'-'31) 92 69 86 74 

(5) ピ ノレ 1l:¥MS @ 2082 (ー骨7.8，9) 96 97 95 98 

(6) 漉 粉 1894 ⑪ 2046(由31， 33. 41. 43) 91 28 90 35 

[7) 製 司>K 18日6 骨 2097 (曲11) 69 44 81 47 

(S) 紙巻 I! 」 専売統計 2111 98 97 97 99 

[9) 嗣 紡 糸 2021 ⑪ 2281 (白10，申10) 58 77 64 82 

(10) 毛 紡 糸 2023 22田(①20) 60 77 66 67 
[11) 綿 織 物 (広巾) 2031 ⑮-@  2211 ((!)-@) 33 67 45 46 

[12) 需を問手物(帯地 d、2032 2221 (江 -(i)) 27 69 42 53 

(J3) 毛 織 物 2033 2231 ② 90 38 93 43 

(14) 床じ敷ゅ物うたんその他繊維製 2096 ⑪~⑫ 担 71 65 74 80 86 

(15) 製輯用木材パノレグ 2412 骨~骨 2611 @ 80 99 85 A9 

(J6) 洋 紙 2421 2621 84 89 86 89 

[17J 
拒鵠リイ酸賀槽肥料および配抵合

2423 2631 88 86 84 90 

(18) 2613 2871. 2872 60 85 71 90 

[19J 顔料 よる23 2816， 2895 56 80 62 81 

(20) 圧縮ガス!液化ガス 2624 ⑪⑫⑬ 2813 ③ 39 54 53 35 

[21) プヲスチッタ 2635 2821 (母~骨〕 37 57 64 75 

(22) レ ヨ :/ 糸 2641 2823 ② 78 55 88 52 

(2)1) 7 セアート 来 2642 2823 ① 97 34 86 29 

(24) 合 成 繊 高生 2643 2824 87 95 86 100 

(25J !~ 肪 酸 2661 ⑪~⑭ 2899 ② 25 58 51 02 

(26) 印 ~a イ :〆 キ 2665 ⑪へ⑬ 2893 91 75 87 88 

(27) 産業用 火 事 26!:!1 ⑪~⑪ 2892 由13......，，33 55 38 64 49 

(28) 
ゼ石油タ油・ヲJ精製滑チ油ン()イガソ接リγ着重剤ヤ

2696 2891 93 48 96 16 

(29) 2711 ⑪-@  2911 93 83 93 82 

[30) 2811 ⑪~⑬ 3011 ①岳③ 80 70 80 72 

(31) 再 生 ゴ ム 2881 3031 86 87 81 87 

[32) 男 子用 革 靴 2941 ⑪ 3141 ①喧こD 51 35 50 34 

(33) 草 製 手 袋 2951 3151 79 69 77 79 

[341 普通板ガラス 3011 ⑮ 3211 ① 60 26 57 24 

[3白 -Iz メ :/ ト 3021 3241 94 93 90 96 

[36) 普通 レ 三〆 ガ 3032 3251 ① 92 79 90 73 

(31) 右 灰 3083 3274 91 76 93 73 

[38J 金失 鋼 311~315 331 

(39) 鍛 鋼 3161 3391 44 82 45 79 
(40) 輯 鋼 3163 3323 77 82 n 83 
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工業セソサ兄品目コード (1963) 代表 率

整理
品 日 名

番号
日 本 アメリカ 日本I~~I日本173

[41) 時鉄管およびそ銑い物 3171. 3172 3321 91 88 88 

[42l 可 鍛 時 鉄 3173 3322 64 86 79 

(43) 亜 鉛 姐』 金 3213 3333 (④13) 46 61 40 

(44) ア ル 、 地 金 3214 ⑫ 3334 ⑦ 66 87 61 
(45) 銅圧延，仲融，同合金 3231 

8333552 1 
64 85 57 

(46) アルミ圧延，伸線，同合企 3233 59 69 70 

(47) 銅ャ1ス折ト合を金除Lく1物j"(タ'イキ 3241 ⑪⑫ 3362 46 62 53、

(48) 
アノレ寺い)物(Jfイキヤス
トを除〈

3241 ⑬⑭  3361 32 35 37 

(49) プ リ キ 治、 ん 3311 ⑪2 3411 曲目 65 91 67 

[50) ボルト，ナットリベット 3371 ⑪⑫ 3452 ① 60 31 62 

(51) 鋼製^プ日 γ グ 3392 ⑪⑫  3493 38 73 47 

[52) 家庭用電気持蔵庫 3521 @ 3632 ① 32 53 22 

[53) テレピ受 信 機 3543 ⑪ 3651 (軍01.03， 05) 57 36 63 

[5心 受 信 用 真空管 3日1 ⑪ 3671 32 82 36 

[55) 蕃 電 地 3591 ⑪ 3691 ① 87 69 81 

[56) 自 動 寧 361 3713.3715.3717 

[57) 時 計 (腕懐中) 3771 ⑪ 3871 @G; 56 31 53 

[58) ヒ. ア ノ 3921 ⑪ 3931 ① 64 28 67 
[59) 甜 筆 3942 ⑪窃 3952 (①11-15) 81 30 92 

日60) マ ツ チ 3986 ⑪ 3983 88 92 89 

キ 1958-59年の品目コードとは多少密更があるがz とくに示さなかった。 1958-日年の

コードによる対照査は文献 [llJを事照のこと。

T 産業の生産輔のうちでその品目の生産額の占める割合い。産業の全就業者のう bで，

この割合いに対応する部分抗当該品目の生産に従事したと想定されている。 15ベー

タの P を葺出するときの例では (lUOOドノレ11300ドル)がιれに当る。

89 

85 

58 

67 
81 

85 

63 

36 

96 
25 

58 

55 

42 
86 

96 

49 
25 

37 

100 


